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第１ 総論 

１ モニタリング実施計画の位置付けと目的 

宇部市（以下「市」という。）は、宇部市公共下水道西部処理区運営事業（以下「本事業」とい

う。）の実施期間中、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11

年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき選定された運営権者が、宇部市公共下水道

西部処理区運営事業公共施設等運営権実施契約（以下「実施契約」という。）に定められた業務を

確実に遂行していること、及び宇部市公共下水道西部処理区運営事業要求水準書（以下「要求水

準書」という。）に定められた基準等に適合していること（以下「実施契約等の履行」という。）を

確認するため、本事業において行うモニタリングについて、基本的な考え方及び内容を宇部市公

共下水道西部処理区運営事業モニタリング基本計画書（令和 6 年 12 月 20 日（改定版）、以下「基

本計画」という。）示した。 

本モニタリング実施計画書は、基本計画に基づき、以下の事項等に係る詳細を加えるものであ

る。 

①モニタリングを行う体制 

②モニタリングの方法 

③モニタリングを行う時期 

④モニタリングの内容 

⑤モニタリングの様式 
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２ モニタリングを行う体制 

モニタリングは、①運営権者によるセルフモニタリング、②市によるモニタリング及び③西部

処理区運営事業協議会によるモニタリングで構成される。 

市によるモニタリングの結果について、運営権者と市との間で紛争が発生した場合、第三者委

員会において、当該紛争の解決方法の調整を行う。 

 

ア 運営権者によるセルフモニタリングの体制 

運営権者におけるセルフモニタリングの実施体制は、セルフモニタリング実施計画書（別紙

１）に示される。 

イ 市によるモニタリングの体制 

市は、モニタリング事務局を下水道経営課におく。モニタリング事務局は、市モニタリング

の取りまとめや、西部処理区運営事業協議会によるモニタリングの窓口を担う。 

市モニタリングは、運営権者のセルフモニタリングの結果を踏まえ、運営権者から提出され

た書面や会議体での報告を基に、対象業務毎に専門性を生かしモニタリングを行う。市が必要

と判断した場合は、市は現地の確認を行う場合がある。 

ウ 西部処理区運営事業協議会によるモニタリングの体制 

西部処理区運営事業協議会によるモニタリングは、運営権者、市、有識者等により構成され、

西部処理区運営事業協議会設置要綱（別紙２）に基づき、運営権者によるセルフモニタリング

結果及び市によるモニタリング結果の確認、監視を行う。また本事業の運営状況について、中

立的な立場で客観的な評価・分析を行い、市及び運営権者に対して意見を述べる。市及び運営

権者は西部処理区運営事業協議会によるモニタリングにおける意見を尊重して事業運営にあた

る。 

 

図 １.１モニタリングを行う体制 

要求水準達成状況、経営状況のモニタリング
東部・西部処理区等の技術向上・意見交換

 要求水準の充足確認
 契約上の義務の遵守状況
 経営・財政面の状況
 提案施策の実施状況

紛争の調整     

第三者委員会
 構成:市・運営事業者・有識者

西部処理区運営事業協議会
 構成:市・運営事業者・有識者等

第三者委員会によるモニタリング

運営権者

宇部市
 セルフモニタリング

市モニタリング
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３ モニタリングの対象業務 

モニタリングの対象業務は、以下のとおりとする。 

 

① 経営に関する業務 

② 維持管理に関する業務 

③ 改築に関する業務 

④ 包括的民間委託に関する業務 

⑤ 任意事業 

⑥ 事業終了時の施設引継ぎ等に関する業務 

 

４ モニタリングに要する費用負担 

市によるモニタリングに要する費用については、市が負担する。 

 運営権者によるセルフモニタリングに要する費用については、運営権者が負担する。 

西部処理区運営事業協議会に要する費用については、市が負担する。ただし、運営事業者参加

者の費用は運営事業者が負担する。 

 第三者委員会に要する費用については、市及び運営権者が等しい割合で負担する。 

 

５ モニタリング実施計画書の変更 

モニタリング実施計画書は、以下の事由により変更する 。 

 

① 実施契約が変更された場合 

② 要求水準書が変更された場合 

③ その他、業務内容の変更等によりモニタリング実施計画書の変更が必要となった場合 

 

６ モニタリング結果の公表 

市は、市によるモニタリングの結果について、市ホームページにおいて公表する。運営権者は

市の公表に協力するものとする。 
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第２ モニタリングの実施方法 

１ モニタリングの基本的な考え方 

ア 経営に関する業務 

経営に関する業務のモニタリングは、本事業において、運営権者の業務執行体制や財務を

理由とするサービスの提供の停止や事業継続が困難になる等の事態を回避するために行う。 

イ 維持管理に関する業務 

維持管理に関する業務のモニタリングは、維持管理の目的達成のために必要な各業務が要

求水準を満たして適切に実施されているかの確認を行う。 

ウ 改築に関する業務 

改築に関する業務のモニタリングは、要求水準の確保を図るために 各業務（計画の提案、

設計、工事）が適切に実施されているかの確認を行う。 

エ 包括的民間委託に関する業務 

包括的民間委託に関する業務のモニタリングは、その内容を要求水準書として明示してい

るため、業務の頻度、内容、条件などを満たして適切に実施されているかの確認を行う。 

オ 任意事業 

任意事業は、その内容を応募者の提案に委ねることとしているため、市は要求水準を示し

ていない。したがって、モニタリングは応募者の提案に基づく。 

 

２ モニタリング方法 

運営権者は、各業務に対しセルフモニタリングを実施のうえ、市に報告する。 

市は、運営権者の提出する書類をもとに各業務の遂行状況をモニタリングするほか、会議体に

て、直接、運営権者から確認するとともに、市が必要と判断した場合は、現地における確認を行

い、結果に応じて必要な措置を講ずる。 

 

（1） 書類1による確認 

ア 経営に関する業務 

運営権者は、経営に関する業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、

表 ２.１に示す提出書類を市に提出して確認等を受ける。 

 

表 ２.１ 経営に関する業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 時期 行為 

 

全体事業計画書 事業開始前、変更時 確認 

中期事業計画書 5 年毎、変更時 確認 

年間事業計画書 毎年度、変更時 確認 

セルフモニタリング実施計画書 事業開始前、変更時 確認 

業務継続計画書 事業開始前、変更時 確認 

危機管理マニュアル 事業開始前、変更時 確認 

業務執行体制、有資格者名簿及び資格証明書類写し 変更時 確認 

                                                   
1 書類は、紙媒体に限定したものではない。 

計
画
に
関
す
る
も
の 
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提出書類 時期 行為 

 

年度事業報告書 毎年度 確認 

四半期事業報告書 3 ヶ月毎 確認 

月次業務報告書 毎月 確認 

セルフモニタリング結果報告書 
年度・四半期・月次 

報告書と合わせて提出 
確認 

計算書類（貸借対象表、損益計算表、株主資本等変動計算

書、個別注記表又は注記事項、その他運営権者による計算書

類に基づいた財務分析の結果） 

株主総会開催後 確認 

株主総会議事録及び議事録要旨 株主総会開催後 確認 

会計監査人による監査報告書 株主総会開催後 確認 

取締役会議事録及び議事録要旨 取締役会開催後 確認 

実施契約に規定する書類 事業開始前、変更時 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 

 

イ 維持管理に関する業務 

運営権者は、維持管理業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、表 ２.

２に示す提出書類を市に提出して確認等を受ける。 

 

表 ２.２ 維持管理に関する業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 時期 行為 

計画に関 

するもの 

全体維持管理計画書 事業開始前、変更時 確認 

中期維持管理計画書 5 年毎、変更時 確認 

年間維持管理計画書 毎年度、変更時 確認 

報告に関 

するもの 

年間運転管理報告書 毎年度 確認 

年間保全管理報告書 毎年度 確認 

月間運転管理報告書 毎月 確認 

月間保全管理報告書 毎月 確認 

セルフモニタリング結果報告書 上記報告書と合わせて提出 確認 

故障・事故報告書 随時（月間保全管理報告書にても提出） 確認 

施設機能確認報告書 事業終了時 確認 

その他 引継ぎに必要な書類 事業終了時 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 

 

  

報
告
に
関
す
る
も
の 
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ウ 改築に関する業務 

運営権者は、改築に関する業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、

表 ２.３に示す提出書類を市に提出して確認等を受ける。 

 

表 ２.３ 改築に関する業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 時期 行為 

改築計画提案書 計画策定着手時 確認 

改築実施計画 改築実施協定締結後速やかに 確認 

着手届（設計） 設計着手前 確認 

業務計画書（設計） 設計着手前 確認 

完成届（設計） 設計完了時 確認 

設計図書 設計完了時 承諾 

セルフモニタリング報告書（設計） 設計完了時 確認 

セルフモニタリング様式（工事） 工事着手前 確認 

着手届（工事） 工事着手前 確認 

施工計画書 現場施工着手前 確認 

試運転計画書 実施前 確認 

性能試験計画書 実施前 確認 

完成書類 工事完成時 確認 

完成図書 工事完成時 確認 

セルフモニタリング報告書（工事） 工事完成時  

事故報告書 随時 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 

 

エ 包括的民間委託に関する業務 

運営権者は、包括的民間委託業務に関する業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自

ら確認のうえ、表 ２.５に示す提出書類を市に提出して確認等を受ける。 

 

表 ２.４ 包括的民間委託に関する業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 時期 行為 

計画に関 

するもの 

年間業務実施計画書 事業開始前、毎年度、変更時 確認 

月間業務実施計画書 事業開始前、毎月、変更時 確認 

報告に関 

するもの 

年間業務実施報告書 毎年度 確認 

月間業務実施報告書 毎月 確認 

セルフモニタリング結果報告書 上記報告書と合わせて提出 確認 

故障・事故報告書 随時（月間保全管理報告書にても提出） 確認 

その他 引継ぎに必要な書類 事業終了時 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 
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オ 任意事業 

運営権者は、任意事業の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、表 ２.５

に示す提出書類を市に提出して確認等を受ける。 

 

表 ２.５ 任意事業に関する業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 時期 行為 

任意事業提案概要書 任意事業開始前 承諾 

月次業務報告書 毎月 確認 

任意事業終了届 任意事業終了前（コンセッション事業終了時は除く） 確認 

任意事業終了報告書 任意事業終了後 確認 
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（2） 会議体による確認 

 市と運営権者は、表 ２.６に示す会議体を設置する。市はこれらの会議体等の開催を通じて、業

務の進捗状況及び要求水準の遵守状況、財務状況、課題等を確認し、対応方針について運営権者

と協議を行う。 

なお、市又は運営権者が必要と認める場合は、市と運営権者は、当該会議体によらず、随時、

別途会議体を設けるものとする。 

 運営権者は当該会議体のほか、宇部市議会や市がモニタリング等についての説明を行う場合、

市に必要な協力を行うものとする。 

 

表 ２.６ 会議体の設置 

会議体名 議題 頻度 

年度事業報告会 ・事業実績（経営の遂行状況、要求水準の遵守状況）の確認 

・課題の確認 

・次年度事業計画の確認 

1 回/年 

四半期事業報告会 ・事業実績及び見通し（経営の遂行状況、要求水準の遵守状況）

の確認 

・課題の確認 

1 回/四半期 

月例報告会 ・業務進捗状況、要求水準の遵守状況 

・課題の確認 

1 回/月 

 

（3） 現地における確認 

ア 経営、維持管理、任意事業に関する業務のモニタリング 

書類及び会議体における確認の結果、市が必要と判断した場合、または運営権者が現地確

認を要請した場合、市は現地における確認を行う。運営権者は市の現地における確認に必要

な協力を行う。 

イ 改築に関する業務のモニタリング 

市は、立会が必要とされている場合、その他施工の各段階で市が必要と判断したときには、

改築業務の実施内容が設計図書、要求水準に従っているか、現地における確認を行う。 

市が現地における確認を行う場合には、運営権者は立ち会うものとする。 

なお、この場合において、市は、必要に応じて、検査のため施工部分を最小限度破壊し、

品質及び性能の確認を行うことができる。その確認又は復旧にかかる費用は、運営権者の負

担とし、当該検査又は復旧に要した市及び運営権者の人件費は、各自の負担とする。 

 

３ モニタリングの実施 

 モニタリングの実施に当たり運営権者がセルフモニタリングで確認すべき事項及びこれに対す

る市が確認するに当たっての概要は、表 ２.７のとおりである。 

 運営権者は、セルフモニタリング実施に伴い、運営権者欄に記載の書類を作成し市に提出する。

市は書類確認及び会議体での確認（一部については、書類提出のみのものもある。）の後、市が必

要と認めた場合又は運営権者が要請した場合、市は現地にて確認を行う。 
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表 ２.７ モニタリングに関する確認事項 

時点 運営権者 市 

実施契約 

締結後 

～ 

事業開始前 

・事業計画書の内、運営体制に関するも 

の 

定款写し、株主名簿写し、履歴事項全

部証明書、業務執行体制、業務従事者

名簿、有資格者名簿及び資格証明書類

写し 

・提案された事業計画を着実に実行でき

る体制が整っているかを確認する。 

・全体事業計画書、中期事業計画書（当

初 5 年間分）、年間事業計画書（初年

度分） 

・年間業務実施計画書（初年度分）、月

間業務実施計画書（初月分） 

・業務継続計画書（BCP） 

・危機管理マニュアル 

・セルフモニタリング実施計画書 

・提案内容が確実に反映された事業計画

及び実施計画か、提案にない計画が盛

り込まれていないか確認する。 

・運営権者の BCP が市の BCP と整合を

持つものか、復旧・継続のための計

画、体制となっているかを確認する。 

・危機管理マニュアルが，災害及び事

故等発生時の対応手順，関係機関等

との連絡，応急復旧等の行動手順等

を明確に記述されているか等を確認

する。  
・運営権者との協議を踏まえ、モニタリ

ング実施計画書を作成する。 

・セルフモニタリング実施計画書につい

て、第 1_2 に記載の 5 項目を含むもの

となっているか等を確認し、確定す

る。 

事業期間中 ・全体事業計画書、中期事業計画書、年

間事業計画書 

・事業計画に対する報告書、セルフモニ

タリング結果報告書 

・書類の内容に矛盾がないか、要求水準

を満たしているかを確認し、必要に応

じて現地における確認を行う。 

• 年間事業報告書において、年間事業計

画書と実績の差異分析、課題認識、次

期以降の見通しが示されているか確

認する。  

・要求水準第 2（7）に示す KPI の報告

を四半期ごとに受け、異常値がないか

等、確認する。  

・株主総会、取締役会に関連するもの 

 計算書類、株主総会議事録及び議事録

要旨、会計監査人による監査報告書、

取締役会議事録及び議事録要旨 

・株主総会、取締役会で事業計画にて想

定されていない又は本事業と関係のな

い契約や業務を承認していないか等、

安定的な事業の継続を阻害する意思決

定がなされていないかを確認する。 

・運営権者の財務状況を確認するととも

に、監査意見に特段の問題がないか確

認する。 

・維持管理業務に関するもの（定期） 

 維持管理計画書に対する報告書、各セ

ルフモニタリング結果報告書 

・内容が事業計画書に基づいたものであ

るか、確認する。 

・実施契約に定められた業務、提案事項

の遂行状況、要求水準書に定められた

基準等の適合状況について確認する。 
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時点 運営権者 市 

・維持管理業務に関するもの（随時） 

 故障・事故報告書 

・故障・事故の内容、原因や、事業遂行

への影響について確認し、対応を運営

権者と協議する。 

・改築業務に関するもの（着手前） 

 施設改築計画提案書、着手届（設

計）、業務計画書（設計）、セルフモ

ニタリング様式（工事）、着手届（工

事）、施工計画書、試運転計画書、性

能試験計画書 

・内容が事業計画書に基づいたものであ

るか、確認する。 

・実施契約に定められた業務、提案事項

の遂行状況、要求水準書に定められた

基準等の適合状況について確認し、必

要に応じて現地における確認を行う。 

・改築業務に関するもの（完成時） 

 セルフモニタリング報告書（設計、工

事）、完成届（設計）、設計図書、完

成書類、完成図書 

・完成検査等を行い、要求水準等を満た

したものであるかを確認する。 

・改築業務に関するもの（随時） 

 事故報告書 

・事故の内容、原因や、事業遂行への影

響について確認し、対応を運営権者と

協議する。 

・任意事業に関するもの 

 任意事業提案概要書、月次業務報告

書、任意事業終了届、任意事業終了報

告書 

・提案概要書の内容が法令に抵触するも

のでないか、義務事業、附帯事業に影

響を及ぼすものとなっていないか。独

立採算事業となっているかを確認す

る。 

・任意事業完了時の状況について確認す

る。 

・包括的民間委託業務に関するもの（定

期） 

 業務実施計画書に対する報告書、各セ

ルフモニタリング結果報告書 

・内容が業務実施計画書に基づいたもの

であるか、確認する。 

・実施契約に定められた業務、提案事項

の遂行状況、要求水準書に定められた

基準等の適合状況について確認する。 

・包括的民間委託業務に関するもの（随

時） 

 故障・事故報告書 

・故障・事故の内容、原因や、事業遂行

への影響について確認し、対応を運営

権者と協議する。 

事業終了時 ・事業終了時に示す書類 

 施設機能確認報告書、引継文書 

・引継時の施設機能や書類が整理されてい

るかについて確認する。 

その他 その他市が必要とする書類（随時）   
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第３ 契約内容の遵守状況に応じた措置 

１ 措置 

 市は、第２に定めるところに従って実施したモニタリングの結果、運営権者が実施契約及び要

求水準で規定する内容を遵守していていないと判断される事象（以下「契約内容未達」という。）

を確認した場合、表 ３.１に基づき、是正レベルの認定を行い、運営権者に通知したうえで、以下

の措置を行うものとする。 
 

表 ３.１ 措置の対象となる事象認定レベル 

認定レベル 事象 

レベル 1 業務管理の工程における軽微な不備 

（事象例） 

 ・書類・備品等の整理整頓不足 

 ・不衛生状態の放置 

 ・ユーティリティ備蓄の不足 

 ・設備の故障の頻発 

レベル 2 要求水準の未達成がある場合、影響が市と運営権者間または対象施設内に留まるもの 

（事象例） 

  ・書類等の欠損 

  ・工事中の施設破損 

  ・合理的理由のない工期遅延の発生 

  ・頻発する設備の故障の放置 

  ・必要な点検（法定点検を除く）の未実施 

  ・運転管理の過失による事故の発生（影響が対象施設内に留まるもの） 

レベル 3 実施契約に違反する行為で故意又は過失による市への信用失墜行為（第３_２（2）に該当す

るものを除く）、不法行為、施設の運転停止、その他影響が第三者又は対象施設外に及ぶも

の 

（事象例） 

  ・苦情の放置 

  ・法定点検の未実施 

  ・大規模な事故・火災・労働災害（死亡事故）の発生 

  ・運転管理の過失による事故の発生（影響が対象施設外に及ぶもの） 

 
（1） 注意 

 市は、契約内容未達がレベル 1 に該当すると認定した場合、運営権者に対して、口頭にて、

当該状況の是正を行うよう注意を与えるものとする。 

 運営権者は、市から注意を受けた場合、速やかに是正対策を行うこととする。 
 

（2） 是正勧告 

 市は、第３_１措置の是正が行われていると認められない場合又は契約内容未達がレベル 2 以

上に該当すると認定した場合、運営権者に対して、文書にて是正勧告を行う。 

 運営権者は、市から是正勧告を受けた場合、市との協議を踏まえて是正対策と是正期限につ

いて定めた是正計画を作成し、市の承諾を得て策定するものとする。運営権者は、当該計画に

基づき是正を行う。 

 市は、当該計画に定めた是正期限の到来又は運営権者の是正勧告への対応完了の通知を受け

て随時モニタリングを行い、当該是正が行われたか確認する。 

なお、是正勧告については、市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 
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（3） 警告 

市は、第３_１（2）の是正が行われていると認められない場合、運営権者に対して、文書で

警告するものとする。 

 運営権者は、市から警告を受けた場合、市との協議を踏まえて是正対策と是正期限について

定めた是正計画を作成し、市の承諾を得て策定するものとする。運営権者は、当該計画に基づ

き是正を行う。 

 市は、当該計画に定めた是正期限の到来又は運営権者の警告への対応完了の通知を受けて随

時モニタリングを行い、当該是正が行われたか確認する。 

なお、警告については、市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

 

（4） 命令 

 市は、第３_１（3）の是正が行われていると認められない場合又は契約内容未達がレベル 3

に該当すると認定した場合、運営権者に対して、文書にて命令するものとする。この場合、市

は、運営権者に当該是正対象の行為を即座に中止するように指示することができる。 

 運営権者は、市の指示に従うとともに、是正が行われていると認められない理由書及び市と

の協議を踏まえて是正対策と是正期限について定めた是正計画を作成し、市の承諾を得て作成

するものとする。運営権者は、当該計画に基づき是正を行う。 

なお、当該是正が行われていると認められない場合、市は、当該是正計画に定めた是正期限

とは別に期限を設け、運営権者に対して是正を行うことを文書にて再度命令する。この場合、

市は当該期限の設定について、運営権者の意見を聞くことができる。また、命令については、

市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

 

２ 契約解除 

（1） 是正未達による解除 

 第３_１（4）の命令（是正を行うことを再度命令）にも関わらず、是正が行われていると認

められない場合、市は、実施契約を解除することができる。 

 

（2） 故意による市への信用失墜行為による解除 

 上記に関わらず、故意による市への信用失墜行為として、市の管理責任を厳しく問われるよ

うな重大な虚偽報告（例：水質検査結果の虚偽報告）や、本事業の運営に重大な影響を与える

法令違反等(例：廃棄物の不法投棄)が認められた場合、市は実施契約を解除することができる。 
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図 ３.１ 契約内容未達時における措置の概要 

 

  

市の行為

＝ 運営権者の行為

契約解除

　（是正未達）

故意による市への
信用失墜行為

命令（書面）

　（是正未達）

内容公表

是正措置 措置終了
（是正）

レベル3 命令（書面） 内容公表

理由書・是正計画書
是正措置

（是正）
措置終了

　（是正未達）

是正計画策定
是正措置

措置終了
（是正）

内容公表

警告（書面） 内容公表

是正計画策定
是正措置

措置終了
（是正）

　（是正未達）

レベル1 注意（口頭）

レベル2 是正勧告（書面）

速やかに
是正措置

（是正）
措置終了

　（是正未達）
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第４ 本事業終了時のモニタリング 

１ モニタリングの基本的な考え方 

運営権者は、要求水準書に定めるとおり、施設機能確認報告書及び引継文書を作成し、市に提

出する。市は施設機能確認報告書及び引継文書の内容について確認し、本事業終了時における施

設機能確認や引継ぎの状況についてモニタリングを行う。また、必要に応じて、会議体や現地に

おいても確認する。 

 

２ モニタリング方法 

（1） 書類による確認 

運営権者は、本事業終了に際して表 ４.１に示す提出書類を市に提出して確認を受ける。 

 

表 ４.１ 本事業終了時のモニタリングに係る書類 

提出書類 提出時期 

施設機能確認報告書 本事業終了日の 180 日前から 90 日前までの間に施設機能確認を行

い、確認完了後 10 日以内 

引継文書 本事業終了日まで（ただし、暫定版を本事業終了日 180 日前までに

提出） 

その他市が必要とする書類等 本事業終了日まで 

 

（2） 会議体による確認 

市と運営権者は要求水準書に定められる施設機能確認や技術指導、引継等に必要となる協議を

適宜実施する。 

 

（3） 現地における確認 

書類及び会議体における確認の結果、市が必要と判断した場合、または運営権者が現地確認を

要請した場合、市は現地における確認を行う場合がある。運営権者は市の現地における確認に必

要な協力を行う。 

 

３ モニタリングの実施 

市及び運営権者は、書類及び会議体における決定事項に基づき、モニタリングを行う。 
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別紙１ セルフモニタリング実施計画書 
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宇部市公共下水道西部処理区運営事業　重要指標（KPI）管理シート

区分 № 重要指標（KPI）
業務
・経営

単位 頻度
目標値

（要求水準値等）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ 年合計 年平均 備考

1 営業利益率 経営 ％ 年
平均5％以上

（直近5ヶ年）
SPCの収益性を確認

2 自己資本比率 経営 ％ 年 70％以上（維持） 事業継続性の指標

3 現預金残高 経営 百万円 年 100百万円以上 資金繰りの安定性確認

4 ＢＣＰ等訓練実施回数 業務 回 年 1回/年以上 災害・事故想定訓練の実施

5 労働災害発生件数 業務 件 随時
0

（休業4日以上）
事業の安全

情報公開 6 ＫＰＩ達成状況の公表回数 経営 回 四半期 年4回 HP等での公表義務

7 電力消費原単位 業務 kWh/m³ 四半期 0.30kWh/m³以下 単位水量当たりの電力量

8 温室効果ガス排出量 業務 t-CO2 年
基準年度比削減
（令和7年度）

脱炭素社会への貢献

9 地域住民等との情報交換
業務
・経営

回 年
年4回

（協賛含む）
出前講座や見学会、協賛の
実施

10 地元企業への発注割合
業務
・経営

％ 年
42.2％以上

（事業期間内）
総事業費に対する市内発注

11
ＳＰＣ（構成員の維持管理従
事者含む）の地元従事者率

経営 ％ 年
事業開始時は39％、
18年目以降は80％

地域雇用の促進

12 放流水質（BOD） 業務 mg/L 月/随時
15以下

（目標10）
日間平均値の年間最大値

13 放流水質（SS） 業務 mg/L 月/随時
40以下

（目標20）
法定基準の遵守

14 放流水質（pH） 業務 － 月/随時 5.8～8.6
pHは年間最大・最小値等で
評価

15 放流水質（大腸菌数） 業務 CFU/ml 月/随時 800以下 法定基準・要求水準の遵守

保全管理 16 設備故障に伴う水質事故回数 業務 回 年 0回 安定的な水処理機能の維持

改築業務 17 改築進捗率 業務 ％ 四半期
発注金額（うち当該
年度予算分）/年度

実施協定額

協定に基づく着実な改築の
実施

18
（雨水）ポンプ故障に起因す
る運転停止回数

業務 回 年 0回 浸水被害等の未然防止

19
（汚水）ポンプ故障に起因す
る溢水回数

業務 回 年 0回 公衆衛生の確保

包括委託

運転管理

地域貢献

経営管理

環境対策

危機管理
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宇部市公共下水道西部処理区運営事業　セルフモニタリング確認様式

公共施設等運営事業・義務事業（経営に関する業務）

担当者 部門長 適合性評価 不適合の内容 改善の根拠 クロスチェック等 適合性評価

1-1 実施体制 8 第3-2(1)

事業者は、事業期間を通じて次の事項を満たす実施体制を確保すること。
ア  第２（5）に示す業務を効率的に実施し、事業を安定的に持続することが可能となる
体制を確保すること。
イ  各業務責任者の役割分担が明確となっているとともに、適切なリスクの分担が図られ
ている体制を確保すること。
ウ  各業務の遂行に適した能力及び経験を有する者が当該業務を実施する体制を確保する
こと。
エ  業務全体の効率的かつ効果的な遂行を管理する体制及び方法が明確となっており、確

実かつ機能的な実施体制を確保すること。
年度事業計画P5　2.3配置　表3に示す配置者の実務経験及び資格要件等を満たしている
か。

業務を効率的に実施し、適切なリスク分担と
能力を有する責任者・従事者を配置する体制
が確保されているか。

組織図、業務分
担表

四半期
変更時

経営企画担当 経営管理部長 技術管理部長

1-2 委託等 8 第3-2(2)

事業者は、本事業等に係る業務について、実施契約書に示す手続きを経た上で、委託等を
行うことができる。ただし、以下に掲げる業務については、委託等を禁ずる。
事業者は、本事業等に係る業務について委託等を行う場合、業務の実施に当たり関係法令
を遵守し、受託者等と十分な調整を図るとともに、事業者が自らの責任において受託者等
及び再委託先等を適切に管理すること。
①経営に関する業務　事業計画書の作成、実施体制の確保、財務管理、内部統制、危機管
理、セルフモニタリング、技術管理
②維持管理に関する業務　企画・調整等に関する業務
③改築に関する業務　企画・調整等に関する業務
④その他の業務　企画・調整等に関する業務

委託禁止業務を自ら実施し、委託を行う場合
は法令遵守と受託者等の適切な管理を行って
いるか。

委託契約リスト 四半期 経営企画担当 経営管理部長 技術管理部長

1-3 内部統制
9
提案項目
提案項目

第3-4
様式16-2
様式16-6

事業者は、業務を適正に執行するために次の事項を踏まえ、内部統制において必要な体制
を確保すること。
ア  内部統制の対象は、業務活動の有効性・効率性、財務報告、法令遵守、資産の保全と
する。
イ  上記を達成するための体制及び方法を定め、倫理行動基準、個人情報保護、情報セ
キュリティの確保、内部通報者及び外部通報者の保護、不正防止、財務書類の保全等に関
する基本方針を明確にし、確実に機能すること。
内部統制の対象とし、年2回の内部統制状況の監査を行うことでより、強固にガバナンス
を確保します。
代表企業による東証プライム市場上場基準の内部監査、監査役監査、会計監査人による監
査の三様監査を実施することで、SPCによる適切なセルフモニタリングの実施を担保しま
す。

内部統制の基本方針（倫理、情報保護、不正
防止等）を明確にし、確実に機能する体制を
確保しているか。
年2回の内部監査を実施し、ガバナンス体制
を確保しているか。
三様監査（内部監査、監査役監査、会計監査
人監査）を実施しているか。

内部統制関連規
程、内部監査報
告書、文書管理
システム

年次：三様監査
半期：内部監査(年2
回)
変更時

経営企画担当 経営管理部長 技術管理部長

1-4 危機管理 9-10 第3-5(3)

ア　災害、事故等の発生時は、人命の安全確保と被害の拡大防止を全てに優先させるもの

とし、直ちに市及び関係機関へ通報するとともに、応急処置を講じること。
イ　大雨、地震、暴風、高潮等で被害が予想される場合は、市と協議して、警戒態勢等の
必要な措置を講じること。
ウ　各種警報が発令された場合、ただちに気象情報等を収集して、施設の運転方針を決定
すること。
エ　重大な事故、故障等が発生した場合は、速やかに原因を調査の上、適切な対策を講
じ、市に報告すること。

災害や事故等の発生時に、人命優先の安全確

保、市等への通報、応急処置や警戒態勢等の
措置を適切に講じたか。 西部処理区運営

事業ＢＣＰ、月
間運転管理報告
書

発生時 維持管理担当 技術管理部長 経営管理部長

1-5 情報公開 提案項目 様式16-6

市民等からの意見については、SPCの事業運営の対外的な評価に直結する非常に重要な事
項です。セルフモニタリング実施計画書（変更版を含む）はSPCのHP上で公表し、セルフ
モニタリング結果の公表とあわせて、その実施方法についても広く意見を求めます。市民
等から意見が寄せられた場合には、情報公開規定に基づき対応します。

市民等からの意見に対して情報公開規程に基
づき適切に対応しているか。 文書管理システ

ム
随時 経営企画担当 経営管理部長 技術管理部長

1-6 環境対策 提案項目 様式16-9
宇部市環境基本計画に基づき環境 KPI を定めて評価を行います。年1回の環境評価委員会
を開催し、有識者から意見を伺い、事業運営に反映していきます。

年1回の環境評価委員会を開催し、環境KPIの
評価・事業運営への反映を行っているか。

環境評価委員会
議事録

年次 経営企画担当 経営管理部長 技術管理部長

確認事項
確認対象

（エビデンス書
類）

実施時期

セルフモニタリング
（第1線）確認結果

セルフモニタリング
（第2線）確認結果

No 区分 頁 見出し 要求水準書等の内容
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公共施設等運営事業・義務事業（改築に関する業務）

担当者 部門長 適合性評価 不適合の内容 改善の根拠 クロスチェック等 適合性評価

3-1 実施体制 23 第5-1(4)

事業者は、以下に示す業務について、記載の要件を満たす者に責任をもって行わせるこ
と。
ア  改築実施計画の作成及び設計図書の作成　改築実施計画書や設計図書の作成に関して
は、技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に基づく技術士  （総合技術監理部門（下水
道）又は上下水道部門（下水道））又は一般社団法人建設コンサルタンツ協会が認定する
RCCM（下水道）の資格を有する者を、管理技術者及び照査技術者として業務を行わせるこ
と。また、建築設計を含む場合は、建築基準法に基づく資格を有する者に行わせること。
なお、本業務について委託する場合、受託者等は当該業務を、上記資格を有する者に行わ
せること。
イ  工事　工事に関しては、建設業法に基づく措置をとること。
ウ  工事監督業務　工事監督業務に関しては、下水道施行令第 15 条の資格を有する者を
監督員とし配置すること。

要求水準または法令に基づいて、適切な資格
者が業務を実施しているか。

監理技術者・照
査技術者通知
書、現場代理人
等通知書、監督

員通知書

業務着手前、工事着手
前

改築担当 技術管理部長 経営管理部長

3-2 設計業務 25 第5-5(2)ア
事業者は、要求水準書及び改築計画書に従って、改築工事に必要となる設計を行うこと。 設計成果品が要求水準等を満たしたものと

なっているか。
設計成果品（設
計図書等）

設計業務完了時 改築担当 技術管理部長 経営管理部長

3-3 安全管理 27 第5-5(2)ア

（ｱ）事業者は、工事中における安全確保を全てに優先させ、労働安全衛生法等関連法令
に基づく措置を常に講じておくこと。
（ｲ）事業者は、関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全を確保するこ
と。
（ｳ）事業者は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第30条第1項に規定する措置が必
要な場合は、同条第 2 項の規定に基づき、措置を講じる者を指名すること。
（ｴ）事業者は、既存施設等に損害を与えた場合は、直ちに市へ報告するとともに関係機
関に連絡し応急措置をとり、補修すること。

工事における安全体制が確保されていたか。

施工計画書、施
工体制台帳等

施工中、工事完了時 改築担当 技術管理部長 経営管理部長

3-4 工事書類 26,27,28
第5-5(2)ア,
イ

事業者は、現場施工着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法、施工管理等
についての施工計画書を作成し、市に提出すること。
また、施工計画書の提出後において、当該計画書に変更が生じた場合は、速やかに変更内
容を反映した変更施工計画書を市に提出すること。

事業者は、設計図書の機器仕様書にて定める機器製作図、製作仕様書及び施工図等に変
更、追加がある場合は、変更承諾図書を作成し、機器製作に先立ち市に提出し承諾を得る
こと。

試運転の実施にあたっては、要領を記載した試運転計画書を作成し、市の確認を受けた上
で行うこと。

性能試験の実施にあたっては、要領を記載した性能試験計画書を作成し、市の確認を受け
た上で行うこと。

工事に関する各種書類を確認し、事前に市に
提出しているか。

施工計画書、製
作図、試運転計
画書等

施工中、工事完了時 改築担当 技術管理部長 経営管理部長

3-5 工事の完成 28 第5-5(2)ウ

完成書類に加え、以下に示す書類を速やかに提出し、市の完成検査を受けること。
① 工事写真帳
② 仮完成図書
③ その他市が指定する書類等

工事の内容が要求水準等を満たしたものであ
るか。 設計成果品（設

計図書等）
工事完了時 改築担当 技術管理部長 経営管理部長

3-6
発生物件の処
理

28 第5-8ア
③撤去品のうち有価物については、発生物品調書を作成し、市の指定する箇所に材質毎に
分類して集積すること。但し、協議による変更も可能とする。

有価物について要求水準に従い、市に引き渡
しを行っているか。

発生物品調書、
現場写真

工事完了時 改築担当 技術管理部長 経営管理部長

3-7
工事実績デー
タに関する事
項

29 第5-8イ
工事を実施する者は、受注時又は変更時において、工事実績情報サービス（CORINS）に基
づき「登録用データ」又は「実績データ」を作成し、市の確認を受けたうえ、登録機関に
登録をしなければならない。

500万円以上の対象工事について、CORINSに
基づき受注時・変更時・完成時に工事実績
データを作成・登録しているか。

CORINS登録証明
書

工事受注時、完了時 改築担当 技術管理部長 経営管理部長

確認事項
確認対象

（エビデンス書
類）

実施時期

セルフモニタリング
（第1線）確認結果

セルフモニタリング
（第2線）確認結果

No 区分 頁 見出し 要求水準書等の内容
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包括的民間委託事業・運転管理業務、保守管理業務

担当者 部門長 適合性評価 不適合の内容 改善の根拠 クロスチェック等 適合性評価

4-1
緊急時対応
雨水ポンプ施
設の運転

34-35、36
第9 1(6)
第9 2(4)

①事業者は、豪雨、台風、地震その他の天災及び重大事故等の緊急事態発生に備え、総括
もしくは同等の能力のあるもの及び緊急度等に応じた必要人員が非常呼び出しに応じられ
る体制を確立するとともに、常にこれに対処できるよう準備しておかなければならない。
②緊急事態が発生した場合には、予め定めた非常配備計画に従い、速やか（概ね30分以
内）に従業員を所定の場所に配備し、これに対応しなければならない。
③事業者は、緊急時対応業務に従事した場合は、速やかに対応状況等を市に報告しなけれ
ばならない。
④緊急事態発生から緊急事態解除にいたるまで緊急時の勤務体制を維持できる人員を配置
しなければならない。
⑤雨天時のポンプ場の操作方法、緊急事態の初期対応の考え方及び危機対応マニュアルの
整備については、市は事業者と協議の上、詳細な危機管理対応を定めるものとする。

緊急事態発生時に規定時間内に責任者等が参
集し、連絡・動員体制のもと応急措置を講じ
ているか。
マニュアルに基づき、業務を行ったか。
市への報告を適正に行ったか。

業務報告書 発生時 維持管理担当 技術管理部長 経営管理部長 経営管理部長

4-2 保守点検業務 36-37 第9 3(1)

ア　日常点検　事業者は、巡回等により、対象施設の異常の有無及び作動状況を確認し、
確認結果を記録及び保管すること。
イ　定期点検業務　事業者は、対象施設の損傷、腐食及び摩耗状況等を確認し、修理等の
対策の必要性、対策方法等を検討するために、定期的に点検を行うこと。また、必要に応
じて機器の分解点検等を行い、消耗品や部品の交換等の処置を行い、その状況を記録及び
保管すること。
ウ　法定点検業務　事業者は、関係法令等に定める点検及び検査を行うこと。
エ　保守業務　事業者は、常に各機器が正常に稼働するよう、対象施設に対して、定期的
な油の補充・交換及び清掃や、異常が発見された場合には、調整・修理・取替等を行うこ
と。
オ　マンホールポンプ場の点検・清掃　下水マンホールポンプ場は、ポンプの故障や閉塞
による汚水の溢水が発生しないよう点検・清掃を行うこと。また、各マンホールポンプ場
の流入特性を踏まえ、各施設・設備の点検頻度及び項目を設定すること。
カ　電気工作物に関する事項　事業者は、電気事業法に基づき保安規程を定め、これに基
づき電気工作物の巡視、点検、測定、並びに技術基準を遵守するための修理、改造及び移
設等を実施すること。また、電気主任技術者（以下「主任技術者」という。）を選任（外
部委託を含む）するとともに、保安規程及び主任技術者の届出は、事業者が行うこと。

日常・定期・法定点検やマンホールポンプ場
の点検等を計画通りに実施し、給油や清掃等
の保守業務及び電気工作物の保安管理を確実
に行っているか。

業務報告書
毎月
年次

維持管理担当 技術管理部長 経営管理部長 経営管理部長

4-3
修繕業務に係
る費用

37 第9 3(3)ア

事業者は、各施設の修繕業務に係る費用として、10,000,000円（税抜）/年を計上するも
のとし、計上した費用を上限として、修繕業務実績により各年度毎に清算するものとす
る。なお、事業者は個々の修繕業務の実施の際には、事前に当該修繕の内容・費用を見積
書として市に提出し、その承諾を得るものとする。ただし、緊急時等やむを得ない場合及
び10万円以下の修繕は、事前の実施連絡を行った上で、終了後に、当該修繕の内容・費用
を市に提出すること。

修繕実施前に見積書を提出し市の承諾を得て
いるか。ただし緊急時や10万円以下の場合は
事前連絡のうえ事後提出等、所定の手続きを
遵守しているか。

故障報告書
修繕報告書

随時 維持管理担当 技術管理部長 経営管理部長 経営管理部長

4-4
計画業務策定
協力

37 第9 4(1)

事業者は、本業務を通じて蓄積したノウハウ等を踏まえ、市が策定を想定している下水道
事業計画及びストックマネジメント計画等の策定に資する情報の提供、協力及び提案を行
うこと。
具体的には次の事項を含んだ情報提供、協力を行うこと。
①維持管理日報、月報、年報（不具合発生記録、苦情発生記録等含む）
②保守点検記録
③調査記録

市の計画策定に必要な情報（維持管理報告書
や点検・調査記録等）を遅滞なく提供・協力
しているか。 業務報告書

設備台帳システ
ム

随時 維持管理担当 技術管理部長 経営管理部長 経営管理部長

確認事項
確認対象

（エビデンス書
類）

実施時期

セルフモニタリング
（第1線）確認結果

セルフモニタリング
（第2線）確認結果

No 区分 頁 見出し 要求水準書等の内容
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その他の業務

担当者 部門長 適合性評価 不適合の内容 改善の根拠 クロスチェック等 適合性評価

5-1
安全衛生管理
業務

38 第9 4(4)
事業者は、安全衛生管理及び安全活動を推進すること。
また、災害原因である危険を排除することに努め、排除できない危険については保護具等
で危険ゼロを確保し、作業手順を全員が遵守してミスやエラーを予防すること。

安全衛生管理活動を推進し、危険排除や保護
具使用・手順遵守により災害防止に努めてい
るか。

安全パトロール
記録、安全衛生
協議会議事録

毎月 維持管理担当 技術管理部長 経営管理部長 経営管理部長

5-2
安全衛生管理
業務

提案項目 様式16-12
当グループは、出資企業の安全推進者を中心に安全衛生協議会を月1回開催し、西部浄化
センターと包括委託対象施設における危険作業を一体的に洗い出し、対応策を検討しま
す。

安全衛生協議会を月1回開催し、危険作業の
洗い出しや対応策の検討を行っているか。

安全衛生協議会
議事録

毎月 維持管理担当 技術管理部長 経営管理部長 経営管理部長

確認事項
確認対象

（エビデンス書
類）

実施時期

セルフモニタリング
（第1線）確認結果

セルフモニタリング
（第2線）確認結果

No 区分 頁 見出し 要求水準書等の内容
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別紙２ 西部処理区運営事業協議会設置要綱 
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